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(57)【要約】
【課題】ブラッグ１次散乱によるクラッタを抑圧する処
理と、ブラッグ１次散乱及び２次散乱によるクラッタを
同時に抑圧する処理とを兼ね備えることで、シークラッ
タの消え残りを軽減したレーダ装置を提供する。
【解決手段】低周波帯の電波を送受信して目標検出を行
うレーダ装置において、受信信号に基づきブラッグの１
次散乱により発生するクラッタを抑圧するフィルタ係数
を生成する第１フィルタ係数生成手段１０と、ブラッグ
の１次散乱により発生するクラッタ及びブラッグの２次
散乱により発生するクラッタを同時に抑圧するフィルタ
係数を生成する第２フィルタ係数生成手段１１と、前記
第１及び第２フィルタ係数生成手段で生成されたフィル
タ係数を用いて受信信号に対してクラッタ抑圧処理を行
うクラッタ抑圧手段７，８，９とを備えた。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　低周波帯の電波を送受信して目標検出を行うレーダ装置において、
　受信信号に基づきブラッグの１次散乱により発生するクラッタを抑圧するフィルタ係数
を生成する第１フィルタ係数生成手段と、
　ブラッグの１次散乱により発生するクラッタ及びブラッグの２次散乱により発生するク
ラッタを同時に抑圧するフィルタ係数を生成する第２フィルタ係数生成手段と、
　前記第１及び第２フィルタ係数生成手段で生成されたフィルタ係数を用いて受信信号に
対してクラッタ抑圧処理を行うクラッタ抑圧手段と、
　を備えたことを特徴とするレーダ装置。
【請求項２】
　前記第１フィルタ係数生成手段が、
　受信信号からブラッグ１次散乱により発生するクラッタのピーク周波数を推定するクラ
ッタ中心周波数推定手段と、
　前記クラッタ中心周波数推定手段で得られた推定値に基づき係数を調整した抑圧フィル
タのフィルタ系数を出力するフィルタ係数算出手段と、
　を含み、
　前記第２フィルタ係数生成手段が、
　ブラッグ散乱によるシークラッタの周波数情報を格納するシークラッタスペクトル記憶
手段と、
　前記シークラッタスペクトル記憶手段の周波数情報から抑圧フィルタの阻止域幅を算出
するフィルタ阻止域幅算出手段と、
　異なる阻止域幅を持つ複数のフィルタ係数を格納するフィルタ係数記憶手段と、
　前記フィルタ阻止域幅算出手段からの抑圧フィルタの阻止域幅を基準に前記フィルタ係
数記憶手段から適切なフィルタ係数を選択するフィルタ係数選択手段と、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項１に記載のレーダ装置。
【請求項３】
　前記第１フィルタ係数生成手段の前記フィルタ係数算出手段の代わりに、
　前記クラッタ中心周波数推定手段で得られるクラッタのピーク周波数の推定値から、ブ
ラッグ１次散乱により発生する全てのクラッタを一度に抑圧するようにフィルタのノッチ
周波数を調整するための周波数修正値を算出するノッチ移動量算出手段と、
　予め２つのノッチを有するフィルタ係数を保持し、前記ノッチ移動量算出手段から入力
される周波数修正値に基づいてノッチ周波数を移動させるフィルタ係数調整手段と、
　を備えたことを特徴とする請求項２に記載のレーダ装置。
【請求項４】
　前記クラッタ抑圧手段が、
　検出対象とする目標の移動速度に応じて処理モードを切り替える信号を出力するクラッ
タ抑圧処理モード切替手段と、
　前記クラッタ抑圧処理モード切替手段の処理モードを切り替える信号に従って前記第１
および第２フィルタ係数生成手段で生成されたフィルタ係数のいずれか一方を選択するス
イッチと、
　前記スイッチにより選択されたフィルタ係数を用いて受信信号に対してクラッタ抑圧処
理を行うフィルタ処理部と、
　を含むことを特徴とする請求項１から３までのいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項５】
　前記クラッタ抑圧手段が、
　前記第１および第２フィルタ係数生成手段で生成されたフィルタ係数を用いて受信信号
に対してクラッタ抑圧処理を行うそれぞれ第１フィルタ処理部及び第２フィルタ処理部と
、
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　前記第１及び第２フィルタ処理部から転送されるクラッタ抑圧処理後の受信信号に対し
て自動目標検出処理を行い距離毎の目標検出結果を出力するそれぞれ第１自動目標検出手
段及び第２自動目標検出手段と、
　前記第１自動目標検出手段及び第２自動目標検出手段で得られた距離毎の目標検出結果
から所望の目標信号を抽出する目標選定手段と、
　を含むことを特徴とする請求項１から３までのいずれか１項に記載のレーダ装置。
【請求項６】
　前記フィルタ阻止域幅算出手段が、降雨が発生していることを示す外部からの気象情報
信号に従ってブラッグの１次散乱によるクラッタピーク周波数の間隔程度に抑圧フィルタ
の阻止域幅を低減することを特徴とする請求項２から５までのいずれか１項に記載のレー
ダ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、低周波数の送信電波を空間に放射し、受信信号に含まれている目標からの
反射波以外の不要エコーであるシークラッタを抑圧して、目標を検出するレーダ装置に係
るものである。
【背景技術】
【０００２】
　マイクロ波帯の送信周波数を用いるレーダでは、送信電波の直進性が強く、水平線以遠
に存在する目標物体は地球の湾曲によって生じる陰に入って検出することが困難である。
一方、ＭＨｚオーダ以下の低周波レーダでは、送信電波が表面波となって海面に沿うよう
に伝搬する特性があり、水平線以遠の見通し外領域の目標検出が期待できる。
【０００３】
　ところがこのような低周波レーダでは、ブラッグ散乱と呼ばれる現象により海面からの
強い反射波が受信される。これらはレーダにとって不要なシークラッタ信号になる。ブラ
ッグの１次散乱によるクラッタは波の移動速度に応じたドップラー周波数を持ち、正及び
負の周波数に高いピークを持つ周波数スペクトルを示す。
【０００４】
　捜索用レーダとして低周波レーダを用いる場合、同一方位で同一距離のデータサンプル
数(ヒット数)はあまり多くとれないことから、クラッタの抑圧処理は時間領域で行う必要
がある。１次散乱クラッタのスペクトル帯域幅はあまり広くなく、移動目標のドップラー
周波数がクラッタ帯域内に含まれてしまう確率はあまり高くはないため、ノッチフィルタ
でこれを抑圧する方式が提案されている(例えば下記特許文献１参照)。
【０００５】
　しかしながら、特許文献１の方式はブラッグ１次散乱によるクラッタのみを抑圧するも
のであり、ピーク電力はあまり高くないが広い周波数帯域を持つブラッグ２次散乱による
クラッタが消え残ってしまう。このようなクラッタの消え残りはＣＦＡＲ(Constant Fals
e Alarm Rate)等の自動目標検出処理における誤警報を誘発する可能性がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第３１４５９４３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従来のレーダ装置は以上のように構成されているので、クラッタ抑圧処理を実施した場
合、ブラッグ２次散乱によるシークラッタの状況によってはクラッタの消え残り(消して
も残ってしまう部分)が発生し、目標検出性能が劣化するという課題があった。
【０００８】
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　この発明は上記のような課題を解決するためになされたもので、ブラッグ１次散乱によ
るクラッタを抑圧する処理と、ブラッグ１次散乱及び２次散乱によるクラッタを同時に抑
圧する処理とを兼ね備えることにより、シークラッタの消え残りを軽減できるレーダ装置
を得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　この発明は、低周波帯の電波を送受信して目標検出を行うレーダ装置において、受信信
号に基づきブラッグの１次散乱により発生するクラッタを抑圧するフィルタ係数を生成す
る第１フィルタ係数生成手段と、ブラッグの１次散乱により発生するクラッタ及びブラッ
グの２次散乱により発生するクラッタを同時に抑圧するフィルタ係数を生成する第２フィ
ルタ係数生成手段と、前記第１及び第２フィルタ係数生成手段で生成されたフィルタ係数
を用いて受信信号に対してクラッタ抑圧処理を行うクラッタ抑圧手段と、を備えたことを
特徴とするレーダ装置にある。
【発明の効果】
【００１０】
　この発明では、ブラッグ１次散乱によるクラッタを抑圧する処理と、ブラッグ１次散乱
及び２次散乱によるクラッタを同時に抑圧する処理とを兼ね備えることで、シークラッタ
の消え残りを軽減したレーダ装置を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】この発明の実施の形態１および２によるレーダ装置の構成を示すブロック図であ
る。
【図２】この発明の実施の形態１におけるブラッグ散乱によるクラッタスペクトル形状を
示すイメージとブラッグ１次散乱によるクラッタを抑圧するノッチフィルタの振幅特性を
示す図である。
【図３】この発明の実施の形態１におけるブラッグ散乱によるクラッタスペクトル形状を
示すイメージとブラッグ１次散乱及び２次散乱によるクラッタを抑圧するノッチフィルタ
の振幅特性を示す図である。
【図４】この発明の実施の形態２における降雨時のブラッグ散乱によるクラッタスペクト
ル形状を示すイメージとブラッグ１次散乱及び２次散乱によるクラッタを抑圧するノッチ
フィルタの振幅特性を示す図である。
【図５】この発明の実施の形態３によるレーダ装置の構成を示すブロック図である。
【図６】この発明の実施の形態４によるレーダ装置の第１フィルタ係数生成手段の内部構
成を示すブロック図である。
【図７】この発明の実施の形態４におけるブラッグ散乱によるクラッタスペクトル形状を
示すイメージとブラッグ１次散乱によるクラッタを抑圧するノッチフィルタの振幅特性を
示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、この発明によるレーダ装置を各実施の形態に従って図面を用いて説明する。なお
、各実施の形態において、同一もしくは相当部分は同一符号で示し、重複する説明は省略
する。
【００１３】
　実施の形態１．
　図１はこの発明の実施の形態１によるレーダ装置の構成を示すブロック図である。図１
において、受信信号を入力し、ブラッグ１次散乱によるクラッタのみを抑圧する第１フィ
ルタ係数生成手段１０は、クラッタ中心周波数推定手段１、及びフィルタ係数算出手段２
を含む。ブラッグ１次散乱、及び２次散乱によるクラッタを同時に抑圧する第２フィルタ
係数生成手段１１は、シークラッタスペクトル記憶手段３、フィルタ阻止域幅算出手段４
、フィルタ係数記憶手段５、及びフィルタ係数選択手段６を含む。
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【００１４】
　フィルタ処理部７は、受信信号を入力し、第１フィルタ係数生成手段１０及び第２フィ
ルタ係数生成手段１１の処理結果に従って受信信号のクラッタを抑圧する。クラッタ抑圧
処理モード切替手段８は、クラッタ抑圧処理モードの切替えを指示する。スイッチ９は、
クラッタ抑圧処理モード切替手段８の切替信号による制御に従って、第１フィルタ係数生
成手段１０及び第２フィルタ係数生成手段１１の一方の出力をフィルタ処理部７に入力す
るクラッタ抑圧処理モードの切り替えを行う。なお、フィルタ処理部７、クラッタ抑圧処
理モード切替手段８、スイッチ９がクラッタ抑圧手段を構成する。
【００１５】
　図２はブラッグ散乱によるクラッタスペクトル形状を示すイメージと、ブラッグ１次散
乱によるクラッタを抑圧するノッチフィルタの振幅特性を示す図である。図２において、
２０はブラッグ１次散乱によるクラッタスペクトル成分、２１はブラッグ２次散乱による
クラッタスペクトル成分である。また、２２はブラッグ１次散乱による負のドップラー周
波数成分を有するクラッタを抑圧するためのノッチフィルタ振幅特性、２３はブラッグ１
次散乱による正のドップラー周波数成分を有するクラッタを抑圧するためのノッチフィル
タ振幅特性、２４は低速移動目標のドップラースペクトルの一例である。
【００１６】
　図３はブラッグ散乱によるクラッタスペクトル形状を示すイメージと、ブラッグ１次散
乱及び２次散乱によるクラッタを抑圧するノッチフィルタの振幅特性を示す図である。図
３において、３０はブラッグ１次散乱、及び２次散乱によるクラッタを全て抑圧するため
のノッチフィルタ振幅特性である。
【００１７】
　続いてレーダ装置の動作について説明する。送信電波の周波数は、数ＭＨｚ～数十ＭＨ
ｚ帯の低周波帯を使用することを前提とする。低周波レーダの送受信方式としては、ＦＭ
ＩＣＷ(Frequency Modulated Interrupted Continuous Wave)方式が主流であるが、通常
のパルスレーダ方式でもかまわない。受信アンテナで受信された反射波は、位相検波され
てベースバンドの受信信号に変換された後、標本化、量子化されてディジタル信号に変換
される。このディジタル信号は受信電波の位相を保持しており、Ｉ信号(In-phase signal
)、Ｑ信号(Quadrature-phase signal)を夫々実部、虚部を持つ複素信号である。
【００１８】
　信号の標本化は全ての受信信号に対して同じタイミングで行われる。即ち、送信信号を
送信した時点より一定時間送れた後、一定周期で標本化が行われる。１つの受信信号から
は、Ｘ1(ｎ)，Ｘ2(ｎ)，・・・，Ｘk(ｎ)で示される総数ｋ個のディジタル受信信号が生
成される。ここでは、ｎをヒット番号と呼び、受信信号の時間因子を表すパラメータとし
て扱う。ｋはレンジビン番号と呼び、標本化の順番を表すもので、レーダからの距離を表
すパラメータである。以上述べたようなレーダで得られたディジタル受信信号Ｘk(ｎ)が
、図１に示すこの実施の形態１のレーダ装置の入力信号、すなわち受信信号になる。
【００１９】
　クラッタ抑圧処理モード切替手段８では、第１フィルタ係数生成手段１０によるクラッ
タ抑圧処理を行うのか、第２フィルタ係数生成手段１１によるクラッタ抑圧処理を行うの
かが判断され、そのモードを切替える信号が各フィルタ係数生成手段１０，１１およびス
イッチ９に転送される。このフィルタ係数生成手段１０，１１の切り替えは、検出対象と
する目標の種類によって行う。例えば、艦船のような低速移動目標を検出する場合は、第
１フィルタ係数生成手段１０を使用して、軍用機のような高速移動目標を検出する場合は
、第２フィルタ係数生成手段１１を使用する。
【００２０】
　この切り替えは、目標のドップラー周波数とクラッタのドップラースペクトルの周波数
軸上での位置関係に起因しており、詳細はそれぞれの動作を説明するときに述べる。切り
替え指示はレーダオペレータが例えば切替指示入力Ｓで示す手動入力操作で実施すること
になるが、クラッタ抑圧処理モード切替手段８が周期的に自動切り替えを行うことも可能
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に対処するための第２フィルタ係数生成手段１１を使用しておき、数スキャンに１回程度
の頻度で第１フィルタ係数生成手段１０を使用する。そのとき、どちらか一方でのみ目標
が検出されたならば、そちらのフィルタ係数生成手段を使用する頻度を高めていく。
【００２１】
　なお、クラッタ抑圧処理モード切替手段８が、第１及び第２フィルタ係数生成手段１０
，１１からの信号をモニターして、これから高速移動目標か低速移動目標かを判断するよ
うにしてもよい。
【００２２】
　まず、第１フィルタ係数生成手段１０の動作について説明する。低周波レーダの送信周
波数は数ＭＨｚオーダなので、艦船のような低速移動目標のドップラー周波数は０付近を
示すことが多い。従って、ブラッグ散乱によるシークラッタと目標信号のドップラースペ
クトルの関係は、図２に示すような状態になることが多い。レーダを捜索目的で運用する
場合、広範囲を短時間で捜索する必要があることから、一般に同一方位に送信ビームを指
向している時間が極めて短くなる。即ち、受信信号におけるヒット数を多くとることが困
難である。これは、低周波レーダにおいても例外ではない。
【００２３】
　図２は、目標信号の到来方向が既知のときにビームを固定して、十分な周波数解析を行
えるだけのデータ数が得られた場合に表示できるものであり、通常の捜索レーダでは時間
領域でのクラッタ抑圧処理でクラッタ成分を抑圧する必要がある。図２のような状況では
、目標信号のドップラー周波数と周波数軸上で重なっているブラッグ２次散乱によるクラ
ッタ成分を抑圧することはできないため、ピーク電力が高いブラッグ１次散乱によるクラ
ッタを抑圧するフィルタを使うことになる。
【００２４】
　クラッタ中心周波数推定手段１では、ブラッグ１次散乱によるクラッタのピーク周波数
を推定する。クラッタドップラー周波数ピークは、正及び負のドップラー周波数にそれぞ
れ１つずつ生じることが多く、これらを同時に推定する。使用できるヒット数が少ないこ
とを想定して、ＭＥＭ(Maximum Entropy Method)を利用した以下の方法でクラッタピーク
周波数を推定する。このＭＥＭについては例えば、S.Haykin著、”Nonlinear Methods of
 Spectral Analysis”、Springer-Verlag(1983)に詳しく説明されている。２つのクラッ
タスペクトルピークを２次のＡＲモデルで近似して、そのＡＲ係数から求まる伝達関数の
極をとる周波数を計算することでピーク周波数の推定を行う。この２次ＡＲモデルの係数
をａ２１、ａ２２とすると、これらは次式で求めることができる。説明を簡略化するため
、任意の１レンジビンでの処理を想定して、受信信号をｘ(ｎ)と表記している。
【００２５】
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【数１】

【００２６】
　但し、
　ei(n)：ｉ次前向き予測誤差
　bi(n)：ｉ次後向き予測誤差
　Ｎ：推定処理に利用できるヒット数
である。
【００２７】
　このとき、２次ＡＲモデルでクラッタスペクトルを近似した場合の伝達関数Ｈ(ｚ)は次
式で表すことができる。
【００２８】
【数２】

【００２９】
　但し、
　Ｃ２：強度に対応する定数
　Ｚ－１：単位サンプル遅延
を表す。
【００３０】
　ブラッグ１次散乱によるクラッタのスペクトルをＨ(ｚ)で近似するので、クラッタのピ
ーク周波数はＨ(ｚ)の２つの極大値を示す周波数を求めればよい。クラッタの２つのピー
ク周波数をf１、f２とすると、これらは次式で求めることができる。
【００３１】
【数３】

【００３２】
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　式(６)で推定されたクラッタピーク周波数、即ちクラッタ中心周波数推定値は、フィル
タ係数算出手段２へ転送される。
【００３３】
　フィルタ係数算出手段２では、周波数０にノッチを持つフィルタを予め設計しておき、
そのノッチ周波数を転送されてきたクラッタ中心周波数推定値に一致するように係数を調
整する。ここでは２つのピークを抑圧するので、２種類のフィルタ係数が新たに算出され
ることになる。クラッタ抑圧フィルタとしては、過渡応答が有限なＦＩＲ(Finite Impuls
e Response)フィルタを使用することが望ましい。予め設計しておいたＭ－１次のフィル
タ係数をｈｂｍ(ｍ＝０,１,・・・,Ｍ)とすると、新たなフィルタ係数ｈ１ｍ(ｍ＝０,１,
・・・,Ｍ)、ｈ２l(ｌ＝０,１,・・・,Ｌ)は次式で求めることができる。
【００３４】
【数４】

【００３５】
　なお、予め設計しておくフィルタの阻止域幅は、別途観測モードのような多数のヒット
を得られる諸元でクラッタスペクトルの観測を行っておき、ブラッグ１次散乱によるクラ
ッタのスペクトル帯域幅を概算し、それに応じて設計しておく。或いは、阻止域幅が異な
る複数種類のフィルタ係数を用意しておき、クラッタの状況に応じてこれらの中から最適
な係数を選択するようにしてもよい。
【００３６】
　式(８ａ)、(８ｂ)で調整されたフィルタ係数群ｈ１ｍ、ｈ２lは、スイッチ９の切り替
えに従ってフィルタ処理部７へ転送される。
【００３７】
　フィルタ処理部７では、次式に従ってクラッタ抑圧処理が実施される。
【００３８】

【数５】

【００３９】
　受信信号ｘ(ｎ)から式(９ａ)で得られる出力信号ｙ１(ｎ)を入力信号として式(９ｂ)の
処理を行うことで、ブラッグ１次散乱によるクラッタが全て抑圧された出力信号ｙ(ｎ)を
得ることができる。
【００４０】
　次ぎに、第２フィルタ係数生成手段１１の動作について説明する。高速で移動する航空
機のような目標の反射波を受信した場合、ブラッグ散乱によるシークラッタスペクトルと
目標ドップラー周波数の関係は、図３に示すようにドップラー周波数軸上で分離できる可
能性が高い。このような受信信号に対して、第１フィルタ係数生成手段１０のクラッタ抑
圧処理を実施しても効果はあるが、２次散乱によるクラッタ成分がかなり残ってしまう。
一般に高速で移動する目標はレーダ反射断面積が小さく、受信信号でのＳ／Ｎ比があまり
高くない。従って、クラッタ成分が消え残った受信信号を用いてＣＦＡＲのような自動目
標検出を行うと、目標信号を検出できなかったりクラッタの消え残りを目標信号と間違え
る誤警報が増加したりすることが予想される。
【００４１】
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　そこで第２フィルタ係数生成手段１１では、ブラッグ散乱１次散乱、及び２次散乱によ
るクラッタをまとめて抑圧する。抑圧フィルタは、第１フィルタ係数生成手段１０と同じ
ＦＩＲ型のノッチフィルタを用いるので、フィルタ処理部７は共用でき、フィルタ係数を
変えるだけでよい。フィルタの阻止域幅は、別途観測モードのような多数のヒットを得ら
れる諸元でクラッタスペクトルの観測を行っておき、ブラッグ２次散乱によるクラッタの
スペクトル帯域幅を概算し、それに応じて設計しておく。或いは、阻止域幅が異なる複数
種類のフィルタ係数を用意しておき、クラッタの状況に応じてこれらの中から最適な係数
を選択するようにしてもよい。このとき、ブラッグ１次散乱クラッタの特徴を利用して、
設計しておくフィルタの阻止域幅の候補をある程度限定することが可能である。海面に生
じる波の移動がないとき、ブラッグ１次散乱クラッタのスペクトルピーク周波数を±ｆＢ

とすると、これは次式によって予め求めることが可能である。
【００４２】
【数６】

【００４３】
　但し、
　ｆｒ：送信周波数
　ｇ：重力加速度
　ｃ：光速
である。つまり、送信周波数が決まればｆＢも決まる。従って、第２フィルタ係数生成手
段１１で使用する抑圧フィルタの阻止域幅は、少なくとも２ｆＢ以上が必要であることが
わかる。
【００４４】
　シークラッタスペクトル記憶手段３では、事前の観測等により、ブラッグ２次散乱によ
るクラッタのスペクトル帯域幅のＭＡＸ値を概算しこれを格納しておく。或いは、時々(
例えば所定の期間毎に)クラッタスペクトル観測モードによって周波数解析を行い適宜ス
ペクトル帯域幅のＭＡＸ値を更新する。なお、シークラッタスペクトル記憶手段３自らが
上記いずれかの観測に基づくペクトル帯域幅のＭＡＸ値を求める演算又は解析処理を行う
場合には、図１に破線で示すように受信信号が入力され、シークラッタスペクトル観測／
記憶手段３(特に図示せず)となる。
【００４５】
　フィルタ阻止域幅算出手段４では、次式に従って必要な抑圧フィルタの阻止域幅を計算
する。
【００４６】

【数７】

【００４７】
　但し、
　α、β：ブラッグ２次散乱によるクラッタスペクトルの裾野をどこまで抑圧するかを決
めるパラメータ
である。
【００４８】
　フィルタ係数選択手段６では、フィルタ阻止域幅算出手段４から転送される阻止域幅の
要求値ＢＷstopを基準に、予め異なる阻止域幅を持った複数種類のフィルタ係数が格納さ
れているフィルタ係数記憶手段５から、適切なフィルタ係数を選択してフィルタ処理部７
へ転送する。ここでは、抑圧処理が１回で済むため、式(９ａ)に示した１行分の処理が実
施される。転送されるフィルタ係数をｈｍ(ｍ＝０,１,・・・,Ｍ)とすると、次式に示す
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演算が行われる。
【００４９】
【数８】

【００５０】
　以上のように、クラッタ抑圧処理を検出対象とする目標に応じて切り替えることで、従
来装置に比べて高速移動目標受信時のクラッタ消え残りが軽減されるため、ＣＦＡＲ等に
よる目標検出性能が改善できる。
【００５１】
　実施の形態２．
　図４は降雨時のブラッグ散乱によるクラッタスペクトル形状を示すイメージと、ブラッ
グ１次散乱及び２次散乱によるクラッタを抑圧するノッチフィルタの振幅特性を示す図で
ある。図４において、３０は実施の形態１に示したレーダ装置におけるノッチフィルタ振
幅特性、３２はこの実施の形態２に示すレーダ装置におけるノッチフィルタ振幅特性であ
る。なお、レーダ装置の構成は図１に示した実施の形態１のものと同じである。
【００５２】
　低周波帯の電波の特徴として、雨や雲からの反射はほとんどないが，雨が降ると図４に
示すようにブラッグ２次散乱クラッタの帯域幅が狭くなることが知られている(特表平７
－５０４９７０号公報「降雨検出」)。従って、フィルタ阻止域幅算出手段４は外部から
の気象情報信号Ｗをモニターしておき、降雨時には図４の破線で示したように、抑圧フィ
ルタ阻止域幅をほぼブラッグ１次散乱によるスペクトルピーク間隔程度又はスペクトルピ
ーク間隔に設定できるので，フィルタの次数を低減することが可能である。
【００５３】
　以上のように、降雨時には阻止域幅が狭いクラッタ抑圧フィルタを使用することが可能
になり、フィルタの次数を低減できて、演算量低減、及び有効なヒット数の増加を実現で
きる。
【００５４】
　実施の形態３．
　実施の形態１及び２のレーダ装置では、クラッタ抑圧処理を状況に応じて適宜切り替え
て実施するものであった。この実施の形態３のレーダ装置では、切り替えによってクラッ
タ抑圧処理を選択するのではなく、目標検出処理まで２つの処理を平行して行うことを特
徴としている。
【００５５】
　図５はこの発明の実施の形態３によるレーダ装置の構成を示すブロック図である。図５
において図１と異なるところは、第１フィルタ係数生成手段１０、第２フィルタ係数生成
手段１１の出力側にそれぞれ第１及び第２フィルタ処理部７ａ，７ｂが設けられ、第１及
び第２フィルタ処理部７ａ，７ｂの出力側にはそれぞれの自動目標検出手段４０ａ，４０
ｂが設けられ、目標選定手段４１が自動目標検出手段４０ａ，４０ｂのそれぞれの出力を
入力して検出結果を出力する構成の部分である。なお、第１及び第２フィルタ処理部７ａ
，７ｂ、自動目標検出手段４０ａ，４０ｂ、目標選定手段４１がクラッタ抑圧手段を構成
する。
【００５６】
　続いて、レーダ装置の動作について説明する。第１フィルタ係数生成手段１０と、第２
フィルタ係数生成手段１１は、実施の形態１と同様に動作をして、それぞれの第１及び第
２フィルタ処理部７ａ，７ｂでクラッタが抑圧された信号が出力されてそれぞれ第１及び
第２自動目標検出手段４０ａ，４０ｂに転送される。
【００５７】
　第１及び第２自動目標検出手段４０ａ，４０ｂでは、ＣＦＡＲのような自動目標検出処
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理が行われ、レンジビン(距離)毎の目標検出結果がそれぞれ出力される。
【００５８】
　目標選定手段４１では、２種類のレンジビン毎の目標検出結果のＯＲ(論理和)をとるこ
とによって、低速移動目標と高速移動目標を同時に検出することができる。また、検出対
象が高速移動目標だけであれば、２種類のレンジビン毎の目標検出結果のＡＮＤ(論理積)
をとることによって、誤警報を増やすことなく高速移動目標のみを抽出することができ、
所望の目標信号が抽出可能となる。
【００５９】
　以上のように、第１フィルタ係数生成手段１０と、第２フィルタ係数生成手段１１の処
理を並列に実施することにより、低速移動目標と高速移動目標を同時に検出することがで
き、また高速移動目標に対する検出性能を改善することができる。
【００６０】
　実施の形態４．
　上記実施の形態１～３のレーダ装置では、ブラッグ１次散乱によるクラッタを抑圧する
場合、式(９ａ)，(９ｂ)に示すように２度の抑圧処理が必要であった。この実施の形態４
では、ブラッグ１次散乱によるクラッタを一度の抑圧処理で抑圧する点が、他の実施の形
態と異なる。
【００６１】
　図６はこの発明の実施の形態４によるレーダ装置の第１フィルタ係数生成手段１０の内
部構成を示すブロック図である。図６において、第１フィルタ係数生成手段１０はクラッ
タ中心周波数推定手段１、ノッチ移動量算出手段５０、及びフィルタ係数調整手段５１で
構成される。
【００６２】
　図７はブラッグ散乱によるクラッタスペクトル形状を示すイメージと、ブラッグ１次散
乱によるクラッタを抑圧するノッチフィルタの振幅特性を示す図である。図７において、
６０はブラッグ１次散乱によるクラッタを抑圧するためのノッチフィルタ振幅特性である
。
【００６３】
　続いて、レーダ装置の動作について説明する。ここでは、動作が異なる点のみ説明する
。クラッタ中心周波数推定手段１では、受信信号から式(１)～(７ｂ)に従ってブラッグ１
次散乱クラッタのスペクトルピーク周波数が推定される。この推定結果はノッチ移動量算
出手段５０に転送される。
【００６４】
　ノッチ移動量算出手段５０では、波の移動がないときのブラッグ１次散乱クラッタのス
ペクトルピーク周波数±ｆＢと推定したピーク周波数との差を計算する。±ｆＢは上述の
式(１０)から求めることができる。ピーク周波数の推定値のうち、負の推定値をｆ１、正
の推定値をｆ２として、次式に従ってノッチ移動量ｄｆを計算する。
【００６５】
【数９】

【００６６】
　但し、ｄｆは±ｆＢから正の周波数方向へのシフト量になる。このｄｆはフィルタ係数
調整手段５１へ転送される。
【００６７】
　すなわちノッチ移動量算出手段５０では、クラッタ中心周波数推定手段１で得られるク
ラッタのピーク周波数の推定値から、ブラッグ１次散乱により発生する全てのクラッタを
一度に抑圧するようにフィルタのノッチ周波数を調整するための周波数修正値(ノッチ移
動量ｄｆ)を算出する。
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　フィルタ係数調整手段５１では、実施の形態１におけるフィルタ係数ｈ１ｍ(ｍ＝０,１
,・・・,Ｍ)、ｈ２l(ｌ＝０,１,・・・,Ｌ)を用いて、予め次式に示す畳み込み演算によ
って得られるフィルタ係数ｈ３ｒ(ｒ＝０,１,・・・,Ｌ＋Ｍ)を用意しておく。このとき
、フィルタ係数ｈ１ｍのノッチ周波数、フィルタ係数ｈ２ｍのノッチ周波数はそれぞれ－
ｆＢ、＋ｆＢに形成されるように設計してあるものとする。
【００６９】
【数１０】

【００７０】
　そしてノッチ移動量算出手段５０から転送されるノッチ移動量ｄｆを用いて、次式によ
る係数調整を行う。
【００７１】

【数１１】

【００７２】
　式(１５)により、調整されたフィルタ係数ｈｒの振幅特性は、図７に示すようにブラッ
グ１次散乱によるクラッタに対してノッチを形成できるようになる。このフィルタ係数ｈ

ｒがスイッチ９を介してまたは直接、フィルタ処理部７に転送されて、式(１２)相当のフ
ィルタ処理が実施されてクラッタが抑圧される。
【００７３】
　すなわちフィルタ係数調整手段５１では、予め２つのノッチを有するフィルタ係数を保
持し、ノッチ移動量算出手段５０から入力される周波数修正値に基づいてノッチ周波数を
移動させる。
【００７４】
　以上により、事前のフィルタ係数計算の手間が発生するものの、実時間で実施しなけれ
ばならない抑圧処理がブラッグ１次散乱クラッタに対しても１レンジビンに対して１回で
済むので、演算負荷を低減することができる。
【００７５】
　なお、この発明は上記の各実施の形態に限定されるものではなく、これらの可能な組み
合わせを全て含むことは云うまでもない。
【符号の説明】
【００７６】
　１　クラッタ中心周波数推定手段、２　フィルタ係数算出手段、３　シークラッタスペ
クトル記憶手段、４　フィルタ阻止域幅算出手段、５　フィルタ係数記憶手段、６　フィ
ルタ係数選択手段、７　フィルタ処理部、７ａ　第１フィルタ処理部、７ｂ　第２フィル
タ処理部、８　クラッタ抑圧処理モード切替手段、９　スイッチ、１０　第１フィルタ係
数生成手段、１１　第２フィルタ係数生成手段、４０ａ　第１自動目標検出手段、４０ｂ
　第２自動目標検出手段、４１　目標選定手段、５０　ノッチ移動量算出手段、５１　フ
ィルタ係数調整手段。
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